[bookmark: _GoBack]〔国の行政機関や地方公共団体の職員などに主体が限定されているもの〕 
	主体 
	行為 
	法定刑 

	情報連携や情報提供ネットワークシステムの運営に従事する者や従事していた者 
	情報連携や情報提供ネットワークシステムの業務に関して知り得た秘密を洩らし、または盗用 
	３年以下の懲役　または
150万円以下の罰金 
（併科されることもある） 

	国、地方公共団体、地方公共団体情報システム機構などの役職員 
	職権を乱用して、職務以外の目的で個人の秘密に属する特定個人情報が記録された文書などを収集 
	２年以下の懲役　または
100万円以下の罰金 

	特定個人情報保護委員会の委員長、委員、事務局職員 
	職務上知ることのできた秘密を洩らし、または盗用 
	２年以下の懲役　または
100万円以下の罰金 



〔民間事業者や個人も主体になりうるもの〕 
	主体 
	行為 
	法定刑 

	個人番号利用事務、個人番号関係事務などに従事する者や従事していた者 
	正当な理由なく、業務で取り扱う個人の秘密が記録された特定個人情報ファイルを提供 
	４年以下の懲役　または
200万円以下の罰金 
（併科されることもある） 

	
	業務に関して知り得たマイナンバーを自己や第三者の不正な利益を図る目的で提供し、または盗用 
	３年以下の懲役　または
150万円以下の罰金 
（併科されることもある） 

	主体の限定なし 
	人を欺き、暴行を加え、または脅迫することや財物の窃取、施設への侵入、不正アクセス行為などによりマイナンバーを取得 
	３年以下の懲役　または
150万円以下の罰金 

	
	偽りその他不正の手段により通知カード又は個人番号カードの交付を受けること 
	６か月以下の懲役　または
50万円以下の罰金 

	特定個人情報の取扱いに関して法令違反のあった者 
	特定個人情報保護委員会の命令に違反 
	２年以下の懲役　または
50万円以下の罰金 

	特定個人情報保護委員会から報告や資料提出の求め、質問、立入検査を受けた者 
	虚偽の報告、虚偽の資料提出、答弁や検査の拒否、検査妨害など 
	１年以下の懲役　または
50万円以下の罰金 


※　このほか、国外犯に関する罰則や、両罰規定も規定されています。

